
習志野市親元近居住宅取得促進助成金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、子育て世帯等の子の世帯、及び親の世帯が近くに居住するための住宅

取得の促進を図るため、親の世帯もしくは子の世帯が市内に住宅を取得し、所有権保存登

記又は所有権移転登記を行った者に対し、予算の範囲内で習志野市親元近居住宅取得促

進助成金（以下「助成金」という。）を交付することについて、習志野市補助金等交付規

則（平成２０年規則第１２号。以下「交付規則」という。）に定めるもののほか、必要な

事項を定めるものとする。 

 

（助成対象住宅） 

第２条 助成金の交付の対象となる住宅（以下「対象住宅」という。）は、次に掲げる要件

を全て満たすものとする。 

（１） 助成金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）が市内で自己の居

住の用に供するため、新築又は購入した住宅であること。（店舗等との併用住宅の場

合は、自己の居住の用に供する住戸専用部分の面積が第３号に規定する面積以上で

あり、かつ、当該建築物の延べ床面積の２分の１以上であること。） 

（２） 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）その他の関係法令の基準を満たし、同

法に規定する構造基準（昭和５６年６月１日に施行された耐震設計基準をいう。以

下「新耐震設計基準」という。）の施行以後に建築確認を受けた又は新耐震設計基

準による耐震性が確保されている住宅であること。 

（３） 住戸専用部分の面積（壁芯面積をいう。以下同じ。）が次の区分による面積以上

であること。 

   ア 戸建て住宅 ８７．５平方メートル 

   イ 共同住宅及び長屋建て住宅 ６５平方メートル 

（４） 申請者の名義（申請者との共有名義を含む。）により、令和元年１１月１日から、

第５条の規定による申請をする日（以下「申請日」という。）を含む年度（以下「申

請年度」という。）の１０月末日（その日が習志野市の休日に関する条例（平成元

年条例第２１号）第１条第１項に規定する市の休日（以下「市の休日」という。）

に当たる場合は、その翌日）までに所有権保存登記又は所有権移転登記が行われて

いること。 

 

（助成対象者） 

第３条 助成金の交付の対象となる者は、次に掲げる要件を全て満たす者とする。 

（１） 前条第４号の規定による登記が行われた日（以下「登記日」という。）において、

次に掲げる者のいずれかが市内に継続して１０年以上住所を有し、かつ、住民基本

台帳に記録されていること。 



ア 申請者の親（一親等の直系尊属をいう。以下同じ。） 

イ 申請者の配偶者の親 

ウ 申請者と習志野市パートナーシップ及びファミリーシップに関する要綱（令

和４年習志野市告示第１７４号）第２条第１項に規定するパートナーシップの

関係である者の親 

エ 申請者の子 

オ 申請者の子が亡くなっている場合において、当該子の子と同世帯である当該

子の配偶者 

（２） 登記日から申請日まで継続して、申請者が市内で取得した住宅（以下「取得住宅」

という。）に住所を有し、かつ、住民基本台帳に記録されていること。ただし、取

得住宅の改修工事期間に当たる場合その他の登記日に取得住宅に住所を異動して

いない正当な理由を証明することができる場合は、申請日までに住所を異動し、申

請日まで継続して、申請者が取得住宅に住所を有し、かつ住民基本台帳に記録され

ていること。 

（３） 申請者が属する世帯及び同条第１号に掲げる者の属する世帯の世帯員が、市町村

民税、固定資産税、都市計画税及び軽自動車税並びに国民健康保険料、介護保険料

及び後期高齢者医療保険料（以下「市税等」という。）を滞納していないこと。 

（４） 前条第４号に規定する登記に係る費用を支払っていること。 

（５） 第６条の交付決定を受けた日から１０年以上継続して市内に居住すること。ただ

し、災害、疾病その他やむを得ない事情により市内に居住できない期間については、

継続して居住しているものとみなす。 

（６） 過去においてこの要綱の規定による助成を受けていないこと。 

 

（助成金の額） 

第４条 助成金の交付額は、第２条第４号に規定する登記に係る費用の額とし、１００，０

００円を限度とする。この場合において、１，０００円未満の端数が生じたときは、これ

を切り捨てるものとする。 

２ 前項の費用の算定に当たっては、併用住宅の場合は、延べ床面積における自己の居住の

用に供する面積の割合に応じて費用を算出するものとする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、交付決定を受けた日から１０年に満たない期間において

対象住宅に居住しなくなった場合の助成金の額は、同項の規定により算出した額を３，６

５０で除して得た額に対象住宅に居住した日数を乗じて得た額とする。この場合におい

て、１，０００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。 

 

（交付の申請） 

第５条 申請者は、申請年度の１１月末日（その日が市の休日に当たる場合は、その翌日）

までに、習志野市親元近居住宅取得促進助成金交付申請書（別記第１号様式）に、次に掲



げる書類を添付して、市長に提出しなければならない。 

（１）住宅の登記に係る費用の領収書の写し 

（２）住宅の全部事項証明書 

（３）申請者との親子の関係を証明する戸籍謄本等 

（４）新耐震設計基準による耐震性が確保されていることを証明する書類の写し 

（５）住宅の売買契約書又は工事請負契約書の写し 

（６）第３条第３号に規定する世帯の世帯員が署名又は記名押印した個人情報 

（市税等）調査同意書（別記第２号様式） 

（７）市長が別に定めるアンケート 

（８）店舗等との併用住宅の場合は、住宅専用部分の面積を証する書類の写し 

（９）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 助成金の申請は、毎年度の予算の範囲内で受け付けるものとする。 

 

（交付の請求） 

第６条 交付規則第８条の規定により補助金等交付決定通知を受けた申請者（以下「交付決

定を受けた者」という。）は、助成金の交付決定を受けた日後 1月以内に、習志野市親元

近居住宅取得促進助成金請求書（別記第３号様式）及び市長が必要と認める書類を市長に

提出しなければならない。 

 

（決定の取消し及び返還等） 

第７条 市長は、交付決定を受けた者がこの要綱の規定に違反したときは、助成金の交付決

定の全部又は一部を取り消すことができる。 

２ 市長は、前項の規定により助成金の交付決定の全部または一部を取り消したときは、習

志野市親元近居住宅取得促進助成金交付決定取消通知書（別記第４号様式）により、交付

決定を受けた者に通知するものとする。 

３ 市長は、第１項の規定により助成金の交付決定の全部又は一部を取り消した場合にお

いて、当該取り消しに係る部分に関し、既に助成金が交付されているときは、期限を定め

て、習志野市親元近居住宅取得促進助成金返還請求書（別記第５号様式）によりその返還

を請求するものとする。 

 

（補則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

附 則 



この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

 

附 則 

この要綱は、平成２９年１１月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和４年６月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 


